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牧之瀬でございます。日頃より当行をカバーしていただきまして、誠にありがとうございます。で

は、資料に基づきましてご説明させていただきます。 
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3 ページをご覧ください。初めに業績の概要です。資金利益につきましては、貸出金末残が前年同

期比プラス 5%、国内業務部門貸出金利回りが前年同期比プラス 0.26%となったことから、前年同

期比 53 億円の増加となりました。 

役務取引等利益につきましては、法人ソリューション収益が増加する一方、ローン支払保険料の増

加や預かり資産関連収益の減少などにより、4 億円の減少となりました。与信関係費用につきまし

ては、1Q における新規発生が低位であったことから、前年同期比 11 億円減少の 8 億円となりま

した。 

単体の四半期純利益は 10 億円増加の 245 億円、連結の四半期純利益は 17 億円増加の 217 億円と

なり、単体は第 1 四半期として過去最高、連結は 5 期連続の増益となりました。 
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5 ページをご覧ください。国内資金利益につきましては、国内部門における預貸金利息が 32 億円

増加、有価証券利息配当金が 14 億円増加、その他に含まれております日銀預け金利息が 35 億円

増加することなどにより、58 億円の増加となりました。 
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7 ページをご覧ください。貸出金は、エリア別で見ますと、千葉県外が残高の伸びを牽引していま

す。右下の預金は前年同期比で 1.7%、約 2,800 億円増加しています。 
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8 ページをご覧ください。有価証券は引き続きリスクを抑制した運用を行っており、円債の平均残

存期間はやや低下しました。円債のオペレーションについては後ほど補足させていただきます。 
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9 ページをご覧ください。その他有価証券の評価損益は、ヘッジ勘案後で約 1,645 億円と、引き続

き大きくプラスを維持しております。 
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10 ページをご覧ください。役務取引等利益について、法人ソリューション関連収益の詳細を右下

のグラフに記載しております。アドバイザリー、M&A、ビジネスマッチングなどの非ファイナン

ス収益を中心に増加しております。全体ではローン支払保険料の増加や預かり資産関連収益の減少

により、前年同期比 4 億円減少の 68 億円となりました。 
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預かり資産関連につきまして、11 ページをご覧ください。預かり資産関連収益は、平準払保険の

継続手数料の減少などにより、全体では前年同期比 2 億円の減少となりました。右下にありますよ

うに、投資信託販売金額の半分以上は、アプリや積立などの非対面チャネルへの移行が進んでおり

ます。 

当行の個人ビジネスにつきましては、預かり資産だけでなく、住宅ローン、キャッシュレス、相続

信託、無担保ローンなど、あらゆる相談に対応する「個人の総合コンサルタント」を目指す方針と

しており、預かり資産を含む個人ビジネス全体での業務粗利益は、中計開始時点から約 44 億円増

加しております。 



 
 

 

12 
 

 

12 ページをご覧ください。キャッシュレス事業は、加盟店数や会員数が着実に増加しており、取

扱高も拡大しています。地域エコシステム戦略を進めるため、引き続き顧客基盤を拡大してまいり

ます。 
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13 ページをご覧ください。与信関係費用は、新規発生が低位であったことから、前年同期に比べ

て 11 億円の減少となりました。不良債権比率は 0.86%に低下し、地銀トップレベルの健全性を維

持しております。 

トランプ関税の影響に関しましても、当行の貸出先で影響を大きく受ける先は非常に少なく、現時

点で特段の懸念はございません。 
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14 ページをご覧ください。経費は 21 億円増加の 245 億円となりました。年度では、前期比で 42

億円増加する計画であり、投資・経費規律を徹底させながら、人的資本投資や戦略的システム投資

などの投資を行ってまいります。 
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15 ページをご覧ください。ROE は、四半期決算の暫定的な水準ではありますが、東証基準で前年

同期比約 0.67 ポイント上昇と着実に改善しております。CET1 比率は、バーゼルⅢ最終化完全実

施ベースの水準で試算いたしますと 12.12%となります。 
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足許のトピックスについてお話しいたします。18 ページをご覧ください。足許の金利上昇の取り

込みについてです。事業性貸出につきましては、プライム連動、固定金利、市場連動のいずれも高

い追随率となっております。 
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19 ページをご覧ください。金利上昇影響のシミュレーションとして、今年度の資金利益計画に対

する増益効果を試算しております。右側のシミュレーションについて、メインシナリオにおける利

上げ時期を今年 7 月、来年 1 月としていましたが、6 カ月後ろ倒しし、来年 1 月、来年 7 月の 2 回

の利上げ、ターミナルレート 1.0%とするシミュレーションに変更しております。なお、このシミ

ュレーションには今後のボリューム増加効果は含めておりません。 
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20 ページをご覧ください。円債のオペレーションについてです。今後の金利上昇見通しを踏ま

え、低利回り債の売却を進め、固定債利回りの向上・資金利益の改善を図っております。期初計画

では 30 億円のロスカットを想定しており、1Q で利回り 0.2%以下の債券を中心に売却し、14 億円

の売却損を計上し、ポートフォリオの改善を図っております。 

説明は以上です。 
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